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本日のご報告事項

• ＣＯ２削減に向けた取組み

• 石炭安定供給に向けた取り組み

• 石炭液化事業等協力の進捗状況
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ＣＯ２排出削減に向けた取組み

• 国内石炭ガス化プロジェクト

• 国際共同研究（FutureGen、豪酸素燃焼）

• 高経済成長国との共同事業
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国内石炭ガス化プロジェクト

• 勿来ＩＧＣＣ、若松ＥＡＧＬＥプロジェクトともに順
調に進展

• 勿来ＩＧＣＣは本年9月にはガス化炉運転開始

予定

• 若松ＥＡＧＬＥは、本年5月連続１０００時間運

転達成
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本邦産業部門別CO2排出割合
（化石燃料起源:2004年度）
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化石燃料別電力構成とCO2排出割合
（本邦:2004年度）

石炭起源,
57.1%

石油起源,
18.5%

天然ｶﾞｽ
起源, 24.4%

石炭,
 42.2%

石油,
14.0%

天然ｶﾞｽ, 43.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1

2

発電燃料別
CO2排出量

電力構成
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世界世界の石炭の石炭IGCCIGCC開発状況開発状況

20.1万円/kW
1,672$/kW

DOE50%補助

商用運転中
(１９９５年
運転開始）

ＧＥ
7FA

1300℃級

湿式
ガス精製

2,200
t/日

DOW
酸素吹き
湿式給炭

296MW/262MW
計画値 〔39.7%〕

米国
ｲﾝﾃﾞｨｱﾅ
州

ワバッシュ
リバー

2,075$/kW

2,300$/kW

2,024$/kW
DOE28%補助

設備費

24.9万円/kW

商用運転中
（１９９８
年

運転開始）

シ－メン
ス

V94.3
1300℃級

1100℃級

湿式
ガス精製

2,600
t/日

PRENFLO
酸素吹き
乾式給炭

335MW/300MW
計画値 〔41.5%〕

スペイン
ﾌﾟｴﾙﾄﾔｰﾉ

プエルトヤー
ノ

27.6万円/kW

商用運転中
（１９９８
年

運転開始）

シ－メン
ス

V94.2
湿式
ガス精製

2,000
t/日

SHELL
酸素吹き
乾式給炭

284MW/253MW
計画値 〔41.1%〕

オランダ
Haelen

ブフナム

24.3万円/kW

　

　　　　　　※

商用運転中
(１９９６年
運転開始）

ＧＥ
7FA

1300℃級

湿式
ガス精製

2,000
t/日

TEXACO
酸素吹き
湿式給炭

322MW/250MW
計画値 〔37.8%〕

米国
ﾌﾛﾘﾀﾞ州タンパ

設備費
(1＄=￥120)

現在の状
況

ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ
型番

ガス精製
形式

ガス化
炉
容量

ガス化炉
形式

プラント容量
(発電端／送電端)
〔送電端効率(HHV)〕

設置
場所

プロジェク
ト名

※土地代含む日本（参考）

－

設備費 設備費現在の状
況

ｶﾞｽﾀｰﾋﾞﾝ
型番

ガス精製
形式

ガス化
炉
容量

ガス化炉
形式

プラント容量
(発電端／送電端)
〔送電端効率(HHV)〕

設置
場所

プロジェク
ト名

1,700

t/日

湿式

ガス精製

三菱

Ｍ７０１Ｄ
Ａ

1200℃級

実証機

建設中
26万円/kW

空気吹き

乾式給炭

250MW/217MW

計画値〔40.5%〕

商用段階では

46～48%

勿来日本

（参考）国内最新石炭火力発電
(超々臨界圧発電(USC))

〔送電端効率42％〕

(参考)設備費
国内USCの場合

15万円/kW
(1000MW新設時)

出典：ｸﾘｰﾝｺｰﾙﾊﾟﾜｰ研究所
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　　ＩＧＣＣ開発によるCO2排出量の削減
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出典：ｸﾘｰﾝｺｰﾙﾊﾟﾜｰ研究所
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発電システム 微粉炭焚き IGCC          酸素燃焼 Coal IGFC

効率[%]*1 　　43 　　45 (44)*2

発電コスト
[US$/MWh] 　　46 　　45 (44)*2

CO2回収率[%] 　　89 　　88 91 　　 95
効率[%]※ 34 (-23%) 38 (-16%) 35 　　 61
発電コスト
[US$/MWh] 71 (+54%) 61 (+37%) 61 　　 54

CO2回収オプションなし

CO2回収オプションあり

IPCCIPCCレポートにおけるレポートにおける

CO2CO2回収型発電システムの送電端効率と発電ランニングコスト回収型発電システムの送電端効率と発電ランニングコスト

（新設ベース）

*1　効率については、LHV(低位発熱量)を用いて算出
*2　比較した微粉炭焚火力の値

出典：IPCC Special Report on Carbon dioxide Capture and Storage 2005/12 Cambridge Univ. Pr.
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石炭ガス化発電技術の概要

石炭ガス化複合発電
（ＩＧＣＣ）

石炭ガス化・燃料電池複合発電
（ＩＧＦＣ）

• 送電端効率目標: 商用化48%
• 2007年9月: ガス化炉運転開始
• 実施主体： 11 電力 ＋電中研
• METIから30%補助

• 空気吹き

• 2007年度からCO２から分離試験開始

• 連続運転時間: +1000時間

• 実施主体: JPOWER
• METIから２／３補助

• 酸素吹き

＜北九州　JPOWER＞＜勿来（福島）クリーンコールパワー研究所＞
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石炭ガス化の方式と特徴石炭ガス化の方式と特徴

EAGLE
（日立）

勿来IGCC
（三菱重工）

シェル
（シェル社）

テキサコ
（テキサコ社）

型式 一室二段 二室二段 一室一段 一室一段

ガス流れ 上昇流 上昇流 上昇流 下降流

石炭供給 気流搬送(N2) 気流搬送(N2) 気流搬送(N2) 水-スラリー

ガス化剤 酸素 空気 酸素 酸素

概念図

開発状況 １５０ｔ／ｄ
１，７００ｔ／ｄ

（建設中、２５万ｋＷ）

２，０００ｔ／ｄ
（１９９８年、２５万kW）

２，３００ｔ／ｄ
（１９９６年、２５万kW）

特徴
高効率・多目的

多炭種対応
発電に特化

高効率・多目的
商業化実績あり

多目的
商業化実績多数

Oxygen

Coal

Slag

H2OCO2

H2

CO

Temperature (C)Temperature (C)
12001200 16001600

EAGLEガス化炉
（一室二段）

温度分布

・下段の温度設定を石炭の性状に合わせて
　制御可能⇒灰融点の高い石炭処理が可能
・旋回流により、滞留時間を長くとれる
　⇒高いガス化効率を得られる
・ガス化部の温度を低く抑えられる
　⇒高いガス化効率を得られる ―80程度―78以上

（実績81%)
冷ガス効
率(%)

1,480
(Tampa)

1,370～1,593
（ﾊﾟﾝﾌﾚｯﾄ値）

―1,200～1,600ガス化温
度(℃)
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EAGLEEAGLE（（酸素吹き石炭ガス化複合発電技術）酸素吹き石炭ガス化複合発電技術）のの商業化に向けた商業化に向けたSTEPSTEP

１．EAGLEﾊﾟｲﾛｯﾄﾌﾟﾗﾝﾄ試験 (150t/d)の課題

①スケールアップデータの検証
　(1)ガス化基本特性・・・基本炭種によるガス化性能
　(2)炭種拡大・・・・・・・・・高灰融点炭対応ガス化技術の確立
　(3)微量物質の挙動把握・・・環境影響評価用データ収集

②設備信頼性の検証・・・連続運転（０７年５月、国内初の連続１０００時間運転達
成）、運転･保守等ノウハウ等の蓄積

２．大型実証試験 (1,000t/d) の課題

①スケールアップの検証・・・大型化に向けたデータ取得
②設備信頼性の検証・・・連続運転、運転･保守等ノウハウ確立等
③コスト性を追求した装置システムの検証・・・経済優位性確認

３．商業化(2,000～3,000t/d) の課題

①ＩＧＣＣ普及によるコストダウン・・・経済性確保
②海外展開においては、特許、ノウハウの保護・・・知財対策
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国際共同研究

• わが国としては、積極的に国際的な共同事業に参画し、情報
入手及び国内事業への反映、各国とのネットワーク強化を通
じた、今後の温暖化対策議論等の参考に資していきたい。

• 米国主導のゼロエミッション石炭火力発電システム
FutureGenに、日本も積極的に参加意向表明（本年1月　甘
利経済大臣・米ボドマンエネルギー省長官）。インド、韓国、
中国は参加意向表明。

• 豪州での、石炭火力発電酸素燃焼＋ＣＯ２地中所蔵プロジェ
クトは、本年8月までに実施が正式に決定。
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①FutureGen
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ＦｕｔｕｒｅGenプロジェクトの概要

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016
設計

建設
試運転

ＣＯ２分離・回収・貯留 ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ

○本提案は、２００３年２月に米国エネルギー省長官が発表。ブッシュ大統領の気候変動イニシアティブにも対
応するもの

○ｾﾞﾛｴﾐｯｼｮﾝの石炭利用高効率発電システム及びＣＯ2の地中処分実証の多　国間協力事業の提案

○計画システムの概略（当初計画）

　　　・総　費　用 ：１０億US$程度（今後、増額の可能性大）
　　　・スケジュール ：着手後１０年間予定

○FutureGen プロジェクト
　　 米国と共同：

ゼロエミッション型
　　　 石炭火力発電所の実現　　

CO2貯留

　　送電網

CO2注入井

ゼロエミッション型石炭火力発電所

（合成ガス）

（排ガス）

蒸気タービン

ガスタービン

発電

発電

発電
燃料電池

（Ｈ２、Ｈ２Ｏ）

ＣＯ２圧入

CO2
Tank

H2分離膜

ｼﾌﾄ反応器
ＣＯ２

分離器

帯水層・炭層

液化ＣＯ２

【ＣＯ２分離・回収・隔離】

高純度Ｈ２

ＦｕｔｕｒｅGenプロジェクト概要図

ＣＯＡＬ

Ｏ２

Ｎ２
※

再生塔

空気
※Ｎ２

Ｈ２

Ｈ２

Ｈ２

Ｈ２Ｏ
Ｈ２Ｏ

ＣＯ＋Ｈ２Ｏ→
　　　　Ｈ２＋ＣＯ２

空気
分離
装置

空気



ＤＯＥ
＜FutureGen Industrial Alliance＞

AEP(米)、BHP Billiton(豪)、CONSOL Energy(米)、
Foundation Coal(米)、PPL Energy Services(米)、Peabody Energy(米)、Rio Tinto Energy America(米)、
Southern Companies(米)、Anglo American(米)、
中国華能集団公司(20M$)、Xstrata(豪)、 E.ON U.S.(米)

総事業950M＄
250M＄DOE：500M＄ 120M＄ 80M＄

貯留ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 国際資金

要求事項や主要調査項目、
ﾏｲﾙｽﾄｰﾝの評価、検討、助言

＜参加国＞
インド(10M$)
韓　国(10M$)
中 国(10M$)

＜公開入札＞
設備業者
エンジニアリングサービス

サイトの選定
FutureGenプラントのデザイン
建設・運転
モニタリング・計測
二酸化炭素隔離の検証

外国政府の
参加

政府運営委員会
(GSC)

共
同
契
約

ＦｕｔｕｒｅGenプロジェクトのスキーム

○ＦｕｔｕｒｅＧｅｎ　Ｉｎｄｕｓｔｒｉａｌ　Ａｌｌｉａｎｃｅの参加企業の概要

Rio Tinto Energy America (RTEA) Services (米国ワイオミング州ジレット)
（世界で最も安全で効率的なエネルギー生産会社の一つ。米国西部に有する５つの炭鉱を通じて、国内電力のおよそ６％分の燃料を提供する。当該企業は、鉱物資源の探索、抽出及び処理に関し世界をリードするコンソーシアムの１つであるRio Tinto Groupの
子会社であり、親会社を通じ、豪州のクリーン・コール及び隔離に関する研究開発プロジェクトなどを含む、豪州や英国との強い関係を有している。）

PPL Energy Services Group, LLC (米国ペンシルバニア州アレンタウン)
米国内で約１１，５００ＭＷの発電能力を有する。米国の主要な市場にエネルギーを販売すると共に、ペンシルバニア、イギリス、ラテンアメリカにおける５００万の顧客に対し電気を供給している。

E.ON U.S. LLC (米国ケンタッキー州ルイビル) ：（世界で最も大きなエネルギー供給会社の一つ。天然ガス・電気供給企業を子会社に持ち、ケンタッキー州周辺で事業を行っている。）エ
ネ
ル
ギ
ー

　
供
給
会

社

Peabody Energy Corporation (米国ミズーリ州セントルイス)：（民間部門において世界最大の売上高を誇る石炭会社。米国における発電用炭の９％以上を占め、世界規模でも２％以上を占める。）

Foundation Coal Corporation (米国メリーランド州リンシカムハイツ)：（露天・坑内堀併せて１３の鉱山を持つ、米国の５大石炭生産業者のうちの一つ。）

CONSOL Energy Inc (米国ペンシルバニア州ピッツバーグ)
（米国の最も大きい石炭（高品位瀝青炭）及びＣＢＭ生産業者。石炭の輸出も米国最大。米国で最大級の石炭の民間研究機関を有している。ＤＯＥ補助金でＣＯ２炭層隔離の調査を行っている。）石

炭
会
社

Xstrata Coal (豪州シドニー)
（世界最大規模の一般炭輸出業者であるとともに、第５位の強粘結炭生産業者。質の高い粘結炭と軟炭の両方を生産している。豪州、南アフリカ及びコロンビアに３０以上の石炭鉱山を保有。）

BHP Billiton Energy Coal Inc (豪州メルボルン)
（世界で最も多彩な資源会社。石炭を含む多様な資源を取り扱っており、扱っている炭種も多い。）

Anglo American Services (UK) Limited (英国ロンドン) 
（世界最大級の鉱業・天然資源関連企業グループ。アフリカ、ヨーロッパ、南北アメリカ、オーストラリア及びアジアなど、活動拠点は多様。）

石
炭
メ
ジ
ャ
ー

Southern Company Services, Inc (米国ジョージア州アトランタ)
（発電容量約４０，０００ＭＷ（うち２２，０００ＭＷが石炭火力）を誇る発電会社。公害防止型の革新的な石炭火力発電の試験を米国エネルギー省等の支援の下実施している。）

中国華能集団公司 (中国・北京) 
（世界でトップ１０に入る中国の電力会社。中国で最も大きな石炭火力発電所を持つ。）

American Electric Power Service Corporation（ＡＥＰ） (米国オハイオ州コロンバス) 
（米国最大の電力会社の一つ。米国内において合計約３６，０００ＭＷの発電能力を有する。ＤＯＥの最大の地中隔離プロジェクトに参加しており、地質の特性や二酸化炭素の地中への注入に関し、専門知識を有する。）

電
力
会
社



ＦｕｔｕｒｅGenプロジェクトのサイト候補地

ＦｕｔｕｒｅＧｅｎプロジェクトのサイトについては、下記２州４箇所に絞られている。今後、環境影響の評価を経て、
２００７年後半に、最終決定される予定。

テキサス州ペコス郡内を予定
５８マイル離れているが、この地域での二次油の回収に使用される既存のパイプラインネッ
トワークと相互接続が可能

ＣＯ２隔離サイト　：　

２５～４５マイルのＣＯ２パイプラインにより相互接続ＣＯ２隔離サイト　：　

プラント建設地から約１１マイル遠方を予定ＣＯ２隔離サイト　：　

ＣＯ２圧入井をサイトにて設置可能なため、ＣＯ２輸送路の必要なしＣＯ２隔離サイト　：　

サイト　　　　　　：　

サイト　　　　　　：　

サイト　　　　　　：　

サイト　　　　　　： 面積４４４エーカー
サイトの大部分は農業目的で使用中

Mattoon
マツーン
（イリノイ州）

面積３４５エーカー
農業目的で使用され、産業関連施設に隣接
冷却水は隣接する企業と提携し、１億５０００万ガロンの貯水池より提供

Tuscola
タスコラ
（イリノイ州）

面積６００エーカー
サイトから比較的近い位置に豊富な地下水源が存在

Odessa
オデッサ
（テキサス州）

面積４００エーカー
敷地内に十分な量の地下水が存在

Heart of Brazos near Jewett
ブラゾス
（テキサス州）



17

IEEJ：2007年5月掲載

②酸素燃焼＋ＣＯ２貯蔵実証プロジェクト
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豪州における酸素燃焼技術及び二酸化炭素貯留技術の実証試験

○石炭火力発電所において、
　 酸素(従来の発電では空気を利用)
　 で石炭を燃焼し発電し、その排ガスを
　 液化回収し、発電所から３００ｋｍ
　 離れた枯渇油田、ガス田に貯留する

試験。

※［酸素燃焼技術のメリット］
　排ガスの８０～９０％がＣＯ２であり、
　高濃度の二酸化炭素を回収すること　
　が可能。　
○期間：２００７年～２０１４年（８年間）

CO2隔離サイト：枯渇油/ガス田

　位置：発電所の西２００ｋｍ
　容量1,300万㌧(CO2換算）
　砂岩層、深さ900～1100ｍ

発電所サイト：豪州
　クイーンズランド州
　Callide-A 発電所　

　４号機
　発電容量　３０MWe

（参考）二酸化炭素の回収濃度
　　　空気吹燃焼技術(従来)：約１６％

CO2回収濃度
の大幅向上

酸素吹燃焼技術　　 ：８０～９０％
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豪州における酸素燃焼技術及び二酸化炭素貯留技術の実証試験

• 期間：２００７年～２０１４年（８年間）

• 必要コスト：１．７億豪ドル

• プロジェクト参加者：ＣＳＥnergy,
Schlumbeger,J-Power,IHI,豪州石炭協会、

豪州政府、日本政府

・経緯：‘０６年１０月に豪州連邦政府のＬＥＴＤＦ
（低エミッション関連技術実証試験）補助金が
採択（５千万豪ドル）
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高経済成長国との共同事業

• 先進国のみによるＣＯ２排出対策のみでは限
界。

• インド、中国等のＣＯ２排出を経済合理的に削
減出来る仕組みが必要。

• 特に、アジアの高成長国は石炭依存度が高く、
石炭分野（特に発電）での対策が最も重要。
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各国の石炭起源各国の石炭起源COCO22排出量排出量(2002(2002年年))
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日本 韓国 米国 中南米 中東 ｶﾅﾀﾞ 東南ｱｼﾞｱ ｱﾌﾘｶ 西欧 中国 豪/NZ 旧ソ連 東欧 ｲﾝﾄﾞ

Kg-CO2/MWh

1,200

1,100

1,000

900

800

700

注：　IEA Statistics (2004), CO2 Emissions from Fuel Combustion, OECD/IEA, Paris, IEA Statistics (2004), Energy 
Balances of Non-OECD Countries, OECD/IEA, ParisおよびIEA Statistics (2004), Energy Balances of OECD Countries, 
OECD/IEA, Parisから計算。排出原単位はすべての種類の石炭からの発電量による。

出典：Watson et al. (2005), Round Table on Sustainable Development, Can Transnational Sectoral Agreements Help  
Reduce Greenhouse Gas Emissions?, OECD, SG/SD/RT(2005)1, Paris.

○石炭火力発電の効率も地域差が極めて大きく、○石炭火力発電の効率も地域差が極めて大きく、CO2CO2排出原単位で見ると中国とインドは、日本排出原単位で見ると中国とインドは、日本
のそれぞれのそれぞれ1.31.3倍、倍、1.51.5倍。倍。

○豪州、旧ソ連邦諸国の効率は、中国、インド並みであるが、これらの国々では褐炭の比率が高○豪州、旧ソ連邦諸国の効率は、中国、インド並みであるが、これらの国々では褐炭の比率が高
いことも影響している模様。

地域別石炭火力地域別石炭火力COCO22排出原単位排出原単位

いことも影響している模様。
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我が国の石炭火力発電所の優位性我が国の石炭火力発電所の優位性

２．SOx, NOx発生量の各国比較１．熱効率の各国比較

英 仏 独 伊 日24

28
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44

1990 1992 1994 1996 1998 2000 2002

日本 英国／
ｱｲﾙﾗﾝﾄ゙

北欧 フランスドイツ 米国 中国 インド韓国 豪州

22

熱効率(%)

＊熱効率は発電端熱効率（低位発熱量基準）
出典：UPDATED COMPARISON OF POWER EFFICIENCY ON GRID LEVEL（2006年）（ECOFYS社）
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ＣＣＴの普及と発電端効率の向上ＣＣＴの普及と発電端効率の向上

○　我が国では、超臨界圧発電技術（ＳＣ）、超々臨界圧発電技術（ＵＳＣ）の実用化・導
入により、１９８０年度から２００５年度にかけて石炭火力の発電効率（発電端）が約２．
５％向上。

○　我が国では、超臨界圧発電技術（ＳＣ）、超々臨界圧発電技術（ＵＳＣ）の実用化・導
入により、１９８０年度から２００５年度にかけて石炭火力の発電効率（発電端）が約２．
５％向上。

38

39

40

41

42

発
電

端
効

率
（
％

）

【過去２５年間の石炭火力の発電効率と発電方式の推移】

出典：資源エネルギー庁調べ
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超臨界圧（SC）
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40.1～42.7％）
超々臨界圧（USC）
（発電効率（発電端）

41.5～43.0％）

加圧流動床（PFBC）
（発電効率（発電端）

43.0％）
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中国の既存石炭発電所のリノベーションの
推進に関する覚書

• ４月１２日（木）、於：ホテルニューオータニ
• 日中エネルギー協力セミナー冒頭にて、甘利経済大臣、馬　

発展改革委員会主任立会いの下、締結。
• 締結者：ＪＢＩＣ森田副総裁、JCOAL安藤理事長、
　　　　　　　中国電力企業連合会　孫副会長
• 概要：ＪＣＯＡＬは中国に専門家を派遣、改善提言。
• 三菱総合研究所はＣＤＭ化に関する方法論の提案、日本へ

の移転、ＪＢＩＣはファイナンス等による支援に向けた助言・検
討を行う。

• 既に中国から７０箇所以上の診断要望有り。
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中国の既設石炭火力発電所のリノベーション促進プログラム
（財）石炭エネルギーセンター（JCOAL）、国際協力銀行

＜背景＞
・中国の電力のうち８割が石炭火力。発電設備容量は2005年で3億ｋW。
・うち新規大型火力は高効率化及び環境対策が進展。９割の40万ｋW未満が汚染源。うち、10万ｋW以下の
小規模発電所は閉鎖・停止の方向。10～40万kWの中規模既設火力については省エネ化と環境対策が不
可欠。特に、5大電力会社にとり対策の実施は喫緊の課題。

・中国大手電力会社は省エネのための診断・改造は初歩的。正確で高度な我が国の診断・改善技術に対す
るニーズは強いが、石炭燃料費の値上がりほど電力価格の値上げはできず、資金ニーズも強い。これまで
ＣＤＭの対象と見られていない。

＜実施の意義＞
・中国の石炭火力発電所の設備改善は、地球温暖化問題や我が国への酸性雨問題から極めて重要。
＜事業効果＞
・１基について数億円で、５％程度の効率向上、石炭10万㌧／年の節約、CO2排出量削減20万㌧／年が実
施可能と思われる。

　100基のリノベーションを実施した場合、年間石炭1,000万㌧、CO2排出量2,000万㌧削減可能。　

＜既設石炭火力発電所＞
＜環境装置の改善＞
・脱硫設備はほとんど
　新設火力のみ
・脱硝設備は未設置
・脱塵設備はほとんど
　設置

＜ボイラ改善＞
・ボイラ伝熱面洗浄
・節炭器スートブロア新設
・空気予熱器のエレメントの洗浄・交換
・バーナノズル自動制御化、等

＜タービン改善＞
・タービンのローターごと取替え
・高性能ブレード採用
・シールフィン取替え(蒸気漏れ削減)
・ダイヤフラム取替え
・内車室取替え、等

中国の30万kW石炭火力発電所改善例（九州電力が実施）
　→熱効率が4.4ポイント向上
　　石炭使用量9万トン/年、CO2排出量2１万トン/年削減

【診断・改善例】
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アジア各国でのCCTモデル事業
　１９９３年以降、経済産業省のGAP（グリーン・エイド・プラン）事

業の一環として、アジア各国においてCCTのモデル実証事業を
実施。

１件１件複合技術システム複合技術システム※※

１件１件

（実施中）（実施中）
流動床セメントキルン流動床セメントキルン

１件１件低品位炭燃焼システム低品位炭燃焼システム

１件１件CMGCMG回収・利用システム回収・利用システム

１件１件コークス炉ガス脱硫設備コークス炉ガス脱硫設備

１件１件脱硫型脱硫型CWMCWM

１件１件

１件１件

フィリピンフィリピン

１件１件１件１件５件５件循環流動床ボイラ循環流動床ボイラ

１件１件２件２件１件１件ブリケット製造設備ブリケット製造設備

１件１件３件３件選炭設備選炭設備

１件１件４件４件簡易脱硫装置簡易脱硫装置

ベトナムベトナムタイタイｲﾝﾄﾞﾈｼｱｲﾝﾄﾞﾈｼｱ中国中国

※複合技術システム：循環流動床ボイラ＋石炭灰処理（再利用）
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選炭の品質管理
日本は、選炭工場における.石炭収率向上及び廃水浄化を目的として、ハロン湾域内の

クワォン選炭工場において選炭技術の実証プラントを建設し、実証運転を行っている。

急激な石炭利用の増加に伴い排水が海水汚染の原因となる等の諸問題を抱えていた

が、選炭技術の向上に伴い選炭工場排水による水質汚濁が改善されている。

Jig Washers after Modification

The Cuo Ong coal preparation plant, Viet Nam
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本年度クリーンコールテクノロジーモデル事業

１）中国ＣＭＭ／ＶＡＭモデル事業

２）中国バーナーモデル事業

３）インド選炭モデル事業

４）モンゴルブリケットモデル事業

５）中国流動床セメントキルン事業

その他、提案公募型ＦＳ（３～４テーマ）



31

IEEJ：2007年5月掲載

日本におけるＣＣＴ研修

研修生数推移

５８７５８７２１２１２７２７８６８６９８９８６４６４１１０１１０１８１１８１合計合計

６０６０８８５５７７９９９９１０１０１２１２20052005
５７５７３３５５６６１１１１１０１０１０１０１２１２20042004
６１６１２２４４８８１４１４１１１１１０１０１２１２20032003
６１６１２２７７８８９９６６９９２０２０20022002
７８７８６６６６１２１２１１１１８８１１１１２４２４20012001
５８５８００００８８１０１０９９１２１２１９１９20002000
計計インドインドﾏﾚｰｼｱﾏﾚｰｼｱフィリピンフィリピンタイタイベトナムベトナムｲﾝﾄﾞﾈｼｱｲﾝﾄﾞﾈｼｱ中国中国年度年度
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CCT研修事業の改善

• ７ヶ国参加の全体研修から、国別、課題別の
コースへ（各国言語による研修）

• 研修コース、対象国の重点化（インド選炭、モ
ンゴル政府関係者招聘事業の追加）

• 中国の石炭火力発電所の改修コース充実
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• 中国

• ベトナム

• モンゴル

• ロシア

• 豪州

• インドネシア

石炭安定供給に向けた取り組み
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エネルギー分野における
経済省（甘利大臣）と国家発展改革委員会（馬主任）との

日中共同声明（‘０７年４月１２日：石炭部分抜粋）

• 双方は、石炭が、中国、日本ひいてはアジアに
おいて、エネルギー安全保障上重要な資源で
あることを認識する。中国は、日本の炭鉱技術
や石炭の安全生産等の分野における支援を積
極的に評価する。双方は、石炭の効率的生産
及び炭鉱安全、石炭のクリーン利用技術（特に
石炭火力発電分野）等の分野における日中間
の協力を引き続き推進し、二国間の石炭貿易
が安定的なものとなるよう努力する。
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日越エネルギー協力プレス発表
（‘０７年３月１９日、山本経済副大臣訪越時）

　ベトナムは、今後の石炭の生産・輸出に際し、
日本の炭鉱技術移転に関する協力等がベト
ナムの石炭需給の安定化に寄与してことを十
分に勘案する。双方は、双方の関連機関が共
同で実施している石炭地質構造調査を継続
するとともに、精査地区の石炭関連ビジネス
への日本企業の優先参加について認識を共
有する。
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モンゴルにおけるタバントルゴイ石炭開発

○タバントルゴイ石炭鉱区
　概要：国際ｺﾝｿｰｼｱﾑを構築して
　　　　多国で開発する予定の
　　　　プロジェクト。
　　　　生産予定：約２，０００ﾄﾝ/年
　　　　　炭種：一般炭、原料炭

○日ﾓﾝｺﾞﾙ鉱物資源ＷＧの開催
　２００６年１２月１３日（於：東京）
→核となる企業を中心に両国か
ら専門家ｸﾞﾙｰﾌﾟを形成し、意見交
換を継続
・モンゴル側出席者
　　ﾆｬﾑｽﾚﾝ産業通商次官
　　ﾀﾞﾊﾞﾄﾞﾙｼﾞ産業通商大臣顧問
他　　　　　　　　　
・日本側出席者
　　経済産業省
　　商　社
　　銀　行

ウランバートル

シベリヤ鉄道

北京

東ゴビ地質構造調査地域

タバントルゴイ炭
田
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今後１０年間の日本・モンゴル基本行動計画
（本年２月２６日、ｴﾝﾌﾊﾞﾔﾙ大統領訪日時）

• 日本側は、日本国経済産業省とモンゴル国産
業・通商省との間で２００６年に設置された鉱
物資源ワーキング・グループを基幹とし、モン
ゴル国の地下資源開発に関心を有する企業
の参加を得つつ、適切なメカニズムを構築し、
モンゴル国の鉱物資源の総合的開発に関す
る議論を開始する。

　(参考)モンゴル側は早期開催を希望
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エリガ炭田開発

○エリガ炭田
　概要：新規石炭開発プロジェクト
　　　　　生産予定：２０００万トン/年
　　　　　炭種：一般炭、原料炭

○日露官民合同ミッションの開催
　２００６年４月１７日（於：モスクワ）
→日露両国の経済に対するインパクト
が大きく、政府としても大きな関心
　・ロシア側出席者（経済貿易発展省）
　　　　シャローノフ第一次官
　　　　アンドロソフ次官　他
　・日本側出席者
　　　　経済産業省
　　　　鉄鋼メーカー
　　　　商　社
　　　　JBIC
　　　　在ロ日本大使館

ﾈﾘｭﾝｸﾞﾘ・
ﾃﾞﾆｿﾌｽｶﾔ炭鉱

ﾈﾘｭﾝｸﾞﾘ・
ﾃﾞﾆｿﾌｽｶﾔ炭鉱

ｴﾘｶﾞ炭田ｴﾘｶﾞ炭田

ｳﾞｫｽﾄｰﾁﾇｲ港ｳﾞｫｽﾄｰﾁﾇｲ港

ﾜﾆﾉ港ﾜﾆﾉ港
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インドネシアにおける低品位炭改質技術

世界最大の石炭輸入国

インドネシアは豪州に続く２番
目の輸入供給国

灰処理等の問題顕在化

石炭の需給安定は重要項目

JＣＯＡＬ、
KOBELCO     

本年度６００ｔ／日
セミ・コマーシャル

プラントの建設

インドネシアインドネシア

57.85
Billion Tonnes 

褐炭 58.7%

瀝青炭

14.3%

亜瀝青炭

26.7%

無煙炭

0.3%

　　 日　本日　本

豊富な低品位炭資源

石油輸入開始（２００４）

５年程度で露天掘→坑内掘

低品位炭有効利用はエネル

　ギー政策の重要な項目

微粉原炭微粉原炭

350KPa
140oC

スラリー脱水スラリー脱水 石炭/油分離石炭/油分離 油回収油回収

100KPa
150oC

100KPa
130oC

成型成型

「天ぷら」

油の循環
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石炭液化等国際協力事業

• ５月２２日、ジャカルタにて第一回石炭液化ビ
ジネスダイアローグ開催

• インドネシア側：プルノモエネルギー鉱物資源
大臣、研究開発庁長官、石炭協会会長、ブミ
リソーシス社社長等民間企業等

• 日本側：資源エネルギー庁資源燃料部長、Ｋ
ＯＢＥＬＣＯ、双日等
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石炭液化技術の概要

石炭
触媒／水素

高温・高圧下

軽質油
（ガソリン留分）

中質油
（灯・軽油留分）

石炭の液化法

直接液化法

間接液化法

直接液化プロセスの一例（ＮＥＤＯＬ法）

７５　　　　　８０　　　　　８５　　　　　９０　　　　　９５　　　　　 ００　　　　　０５

褐炭液化技術開発 BCL法 インドネシア展開

瀝青炭液化技術開発 瀝青炭３法 NEDOL法 中国展開

鋼材と石炭の価格、技術進歩23$/bbl（ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ立地）37$/bbl（豪州立地）褐炭液化

鋼材と石炭の価格、技術進歩22$/bbl（中国立地）44$/bbl（日本立地）瀝青炭液化

現在の経済性評価の必要立地場所の変更プロジェクト終了当時液化油価格

（備考）プラント規模：30,000t/d（但し、インドネシア立地のみ12,000t/d）、ROE10%を含む
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石炭液化事業の今後のスケジュール

中国の石炭液
化

２００８年 ２０１０年 ２０２０年

インドネシア
　　　国内企業

（１．２～２．５億トン／年）
日本の輸入量相当？

０．９億トン／年中国の石油輸入量

２．６億トン／年(*1)（参考）石油消費量（日本）

(*1) ‘06エネルギー・経済統計要覧　(*2) 中国国土資源部発表　(*3) Financial Times (’06.3.28)

減少または現状維持１．８億トン／年(*3)中国における石油生産量

３．０～４．３億トン／年(*2)２．７億トン／年(*1)中国における石油消費量

２０２０年現　在(2004年等)
液化油生産量 ３，０００万トン／年（２０２０年）は、
中国における
　現在の石油生産量の　　１６％　に相当
　現在の石油消費量の　　１１％　に相当
2020年の石油消費量の７～１０％　に相当

液化油生産量 ３，０００万トン／年（２０２０年）は、
中国における
　現在の石油生産量の　　１６％　に相当
　現在の石油消費量の　　１１％　に相当
2020年の石油消費量の７～１０％　に相当

6,000t/d×30基
（3,000万トン/年）

（注）

　 　は想定の

スケジュール

6,000t/d稼働
（100万トン/年）

6,000t/d×10基
（1,000万トン/年）神華 他

3,000t/d規模
（50万トン/年）（大唐、新汶）

２０１０年 ２０２０年２００７年インドネシアの石炭液化

０．１８億トン／年(*1)インドネシアの石油輸入量

０．０８億トン／年(*1)日本への原油輸出量

(*1) ‘06エネルギー・経済統計要覧

０．５５億トン／年(*1)インドネシアにおける石油生産量

０．５８億トン／年(*1)インドネシアにおける石油消費量

現　在（2004年等）

液化油生産量 ５００万トン／年は、
インドネシアにおける
　　現在の石油消費量の　　８％　に相当
　　現在の石油輸入量の　２７％　に相当
　　日本への石油輸出量の６３％　に相当

液化油生産量 ５００万トン／年は、
インドネシアにおける
　　現在の石油消費量の　　８％　に相当
　　現在の石油輸入量の　２７％　に相当
　　日本への石油輸出量の６３％　に相当

ｆｕｌｌ scale

6,000t/d×5基
（500万トン/年）

実験プラント

１t/d
（３６５トン/年）

3,000t/d
（50万トン/年）

6,000t/d
（100万トン/年）
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石炭液化技術支援事業の概要（インドネシアにおける石炭液化プロジェクトの進捗等）

○事業概要（NEDOの石炭生産・利用技術振興事業）
我が国の石炭輸入相手国の第２位であるインドネシアにおいて、石炭（褐炭）を高温高圧下で溶剤等を利用して分解しガソ
リン及び軽油に転換する“石炭液化技術”の商業化を支援するために、１t／dのプロセスサポートユニットを設置し、　技術

者・運転員の教育訓練等を実施する。

○平成１９年度予算案　　　　６億円（NEDO交付金）

石炭液化技術支援事業の概要石炭液化技術支援事業の概要（インドネシアにおける石炭液化プロジェクトの進捗等）（インドネシアにおける石炭液化プロジェクトの進捗等）

プロセス・サポート・ユニット(1t/d)
インドネシア・東カリマンタン州
ブラウ・ラティ石炭鉱区

準商業プラント
(3000t/d)

経済性・候補地予備調査経済性・候補地予備調査

2005   　　　　　　　　　　　　　　　 2010　　　　　　　　　　　　　　　　 2015

FSFSFS 事業主体、資金計画の明確化等

運転データ

　

石炭液化支援センター石炭液化支援センター

インドネシア・南カリマンタン州 サツイ・ムリア石炭鉱区

準商業プラント(3000t/d)の設計、

運転員トレーニング等のために

PSU(1t/d)が必要

準商業プラント(3000t/d)の設計、

運転員トレーニング等のために

PSU(1t/d)が必要

設計 ・ 建設設計 ・ 建設 運　　転　（トレーニング等）運　　転　（トレーニング等）

位置付位置付

設計　　　　建設　　　　運転設計　　　　建設　　　　運転設計　　　　建設　　　　運転
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